
 

284 

 

別添 4 

 
令和６年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

分担研究報告書（対策実装研究）  

 

対策実装研究：過労死等としての精神障害の増加事由とその防止策に関する検討 
 

研究分担者 吉川 徹 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

 過労死等防止調査研究センター・統括研究員 

 

＜研究要旨＞ 

【目的】仕事による強いストレスが原因で発症した精神障害は、労災請求件数及び支給決定件

数が近年増加し、大きな社会課題となっている。本研究では、増加し続ける精神障害による労

災認定件数を削減するため、対策実装研究として取組むべき課題を整理し、今後の方向性を

検討した。 

【方法】過労死等の労災補償状況及び過労死等防止研究で得られたこれまでの精神障害に関

する研究成果をレビューし、防止策として重点を置くべき点を検討した。特に、「運輸業, 郵便

業」と「建設業」を対象に、過労死等における労災認定事案の特徴と、取組むべき課題を実務

者・専門家による予備的検討とステークホルダー会議等での検討を通じて整理した。 

【結果及び考察】過去 30 年間、精神障害の労災請求件数は増加傾向にあり、特に 2020 年以

降は請求件数が急増し、支給決定件数も増加している。背景としては、以下の要因が考えられ

る。①労災補償に関する認定基準等制度の変更、②過労死等防止対策推進法の成立、過労

死等の定義の明確化、及び過労死等防止の啓発普及活動の影響、③社会環境の変化に伴う

精神障害発生率の上昇、④仕事上のストレス（心理的負荷）の増加等。業種別に検討した結

果、過労死等に関連する精神障害の全事案では、「製造業」「医療, 福祉」「卸売業, 小売業」

「運輸業, 郵便業」「建設業」の 5 業種が多く、全体の 65%を占めた。運輸業（道路貨物運送業）

では、主な要因として「事故や災害の体験」と「長時間労働」が挙げられ、さらに「顧客関連問

題」や「ハラスメント」も過労死等防止対策の観点から高い優先度を有していた。一方、建設業

では、管理職や現場監督において精神障害事案が多く発生し、特に「事故や災害の体験」「長

時間労働」「対人関係の問題」に注目すべきである。事案及び研究成果レビューから、精神障

害の防止アプローチは、「A. 適応障害／疲弊性うつ病（過重労働による）」「B. 急性ストレス障

害／PTSD（事故や災害の体験による）」の 2 つの疾患グループに大別される。これまで実施さ

れてきた脳・心臓疾患に対する過重労働対策と同様に、心理的負荷要因の軽減策及び安全

対策の観点から、災害・事故防止が重要であると考えられる。さらに、ステークホルダー会議で

は、過労死等が多発している労災補償状況と、現場の経営者や管理者による職場のメンタル

ヘルス対策への認識にギャップがあることが指摘された。これらを踏まえ、精神障害の労災請

求・支給決定件数の増減による評価に注目するだけでなく、業態や業種、事業場規模、サプラ

イチェーン、人事労務の人的資源及び産業保健体制の状況に合わせた、実施可能な精神障

害防止策の検討が必要である。当面の対策として、運輸業における顧客ハラスメント（カスハラ）

対策の検討と、建設業向けの「働きやすい職場づくり支援ツール」の作成が提案された。 

【この研究から分かったこと】精神障害の防止には、主に「A．適応障害/疲弊性うつ病（過重労

働による）」と「B．急性ストレス障害／PTSD（事故や災害の体験による）」という 2 つの病態に着

目し、業種・業態、事業場の規模、サプライチェーン、人事労務における人的資源、産業保健

体制の状況に応じた、実行可能な啓発・普及策および防止対策の実施が必要である。 

【キーワード】精神障害、運輸業、建設業 
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Ａ．目的 

仕事による強いストレスが原因で発病した精

神障害は、労災請求件数、支給決定件数とも

近年増加の一途をたどっており、大きな社会

課題である。 

過労死等防止のため、本研究では第 3 期

研究（令和 3～令和 5 年度）より、過労死等研

究に対策実装研究を導入することを提案し、3

年間、ステークホルダー会議（以下「SH 会議」

という。）メンバーの協力のもと、過労死等実装

研究のタスクフォース会議（以下「TF 会議」と

いう。）メンバーの多様な発案と実践力によっ

て、一定の成果を得ることができた 1)。一方、

当初設定された対策実装研究の理念から見る

と、本研究計画によって労働環境や働き方の

実態、さらに働き方の仕組みなどを理解し、か

つ SH 会議メンバーや支援者の協力によっ

て、運輸業、建設業を中心に現場へアプロー

チには成功してきたが、それだけでは対策実

装とは言えない課題が残っている 2)。あくまで

も、現場介入によって、現場の働き方が変わ

り、過重性の改善が進むことによって、そこで

働く労働者の健康状態（疲労状態）がよくなる

ことを実証することではじめて対策実装と言え

る。従って、第 4 期は、第 3 期の継続・発展の

みに終わらずに、第 3 期の取組み経験を見直

しながら、再度改めて過労死等防止研究が達

成すべき課題に向けて、第 4 期の新たな目標

と方法論を組み立て直すことが必要である。 

特に、急増する精神障害の労災防止に関

する課題である 3)。第 3 期での対策実装研究

は、過労死等のうち脳・心臓疾患に重点をお

いた取組みがすすめられてきたが、精神障害

による労災認定件数が急増している背景を受

け、精神障害・自殺による過労死等を少しでも

減らすために対策実装研究として取組むべき

課題を整理し、今後の方向性を探る必要があ

る。 

健康安全リスクに対処し予防的に取組む職

場は、効率的で、安全・安心で健康的で快適

な職場とイコールである。精神障害の罹患によ

る生産性の低下や職場離脱などは単に疾患

へのアプローチにとどまらず、予防の視点から

精神障害の事例性（メンタル不調による日常の

困りごとや周囲への影響）に注目した、実装研

究の整理が必要である。すなわち、業務に関

連した心理的負荷による精神障害を発生させ

ない（一次予防）、精神的不調に早期に気付

き、見つけて早めに対処して重症化や損失を

最小限にする（二次予防）、精神障害に罹患し

たり実際に事故・災害が発生したとしても安心

して職場復帰でき、事故・災害の被害を最小

限にして、次の対処への教訓とする（三次予

防）の視点から、どのような対策が実装可能で

効果的なのか、実践の中で検討する必要があ

る。 

また、組織経営面の実装視点の検討も必要

である。労働者個人へのアプローチだけでな

く、職場のストレス、すなわち過労死等事案に

おける心理的な負荷要因に対して、経営面へ

のアプローチをより検討する必要がある。上司

からの叱責によって休職した若年労働者につ

いて、その生育歴やストレス耐性の弱さ等の個

人要因に注目するよりも、上司の叱責の定義

や叱責の背景、叱責せざる得ない労働環境に
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目を向けることによって、その予防が達成でき

るかもしれないというアプローチである。さら

に、これまでの精神障害に関連した過労死等

研究から、事故災害関連メンタル問題が多い

職業では、事後対応（整備）が重要とされてい

るが 4）～9)、安全対策と平行して実施する発生

後のケアや、再発防止に向けた支援も必要で

ある 10)。 

そこで本研究では、増加し続ける精神障害

による労災認定件数を減らすために、対策実

装研究として取組む課題を整理し今後の方向

性を検討する。最初に、事案を分析している研

究者と実装研究に取組む研究者等による各研

究の横糸を通す予防研究として、急増してい

る過労死等の労災認定状況の背景について

検討する。また、運輸業、建設業での精神障

害事案の分析結果から、同業種における精神

障害予防のための優先課題を検討する。最後

に、ハラスメントの課題について取り上げ、研

究の方向性を探索する。 

 

Ｂ．方法 

1. 精神障害認定事案の増加に関する検討 

1) 精神障害事案の実態 

過労死等防止研究で得られた精神障害で

の傾向を分析し、重点を置くべき課題を整理し

た。特に、令和 5 年度過労死等の労災補償状

況及び「過労死等の実態解明と防止対策に関

する総合的な労働安全衛生研究」における令

和 5 年度分担研究報告書「脳・心臓疾患及び

精神障害の過労死等事案の経年変化解析

（佐々木毅ほか）」等から 11）、精神障害の実態

の全体的な状況を評価した。 

2) 精神障害事案の増加に関する検討 

令和 6 年 6 月末に公表された過労死等の

労災補償統計の公表資料を参照して、事案研

究チームによる検討を行った。具体的には令

和 6(2024)年 7 月に、過労死等事案研究に関

連した研究者 10 名、過労死等事案研究のデ

ータ入力などを行っている過労死センター所

属の所員・企画調整専門の過労死センター所

員の 6 名が 3 つのグループに別れ、オンライン

で 60 分討議した。討議課題は表 1 に示した。 

 

表 1 精神障害事案の増加事由に関する検討

課題 

＃リサーチクエスチョン 

○請求件数、決定件数、支給決定件数が増

加しているのはなぜか 

・業種、職種で特徴があるか 

・死亡（自殺）件数から読み取れるものはある

か、ほか・年齢別統計 

・都道府県別 

・時間外労働時間別 

・就労形態別 

・出来事別など 

○解釈にあたって付き合わせる必要がある

データ、統計は何か 

○研究課題と研究方法等として考えられるも

のを列挙せよ 

 

2. 運輸業・建設業での精神障害事案の分析 

対策実装研究の優先業種である自動車運

転従事者（運輸業, 郵便業）、建設業での精

神障害認定の傾向を整理した。具体的には、

当該研究班で平成 27 年度報告から令和 5 年

度報告までの報告書などを確認し、自動車運

転従事者（運輸業, 郵便業）、建設業での精

神障害事案の分析結果を取り上げた研究要

旨を整理した。2024 年 9 月及び 2025 年 2 月

に行われる SH 会議において、精神障害の増

加の背景や状況を示し、運輸業、建設業で取

り上げるべき精神障害の防止策について、SH

会議参加者に意見聴取した。 

3. 「事故・災害の体験」「ハラスメント対策」の

現状と課題 

事故・災害の体験への対応や、ハラスメント

対策の現状を踏まえ、社会情勢を勘案して対

策の進め方を検討する。対策実装の視点から、

職場でのカスハラ対策についてハンドサーチ

を中心に、公開されている情報を検索し、すで

に実践されているパワハラ対策、カスハラ対策

を含むハラスメント対策を検討した。また、運輸

業、建設業ですでに取組まれている調査など

の現状について探索的に関連情報を入手し

た。 

4. 倫理面での配慮 

本研究は、労働安全衛生総合研究所研究倫

理審査委員会にて審査され、承認を得たうえ

で行った（通知番号：2022N10）。 

 

Ｃ．結果 

1. 過労死等研究による精神障害事案の傾向 

1) 精神障害事案の実態 

佐々木らの報告から 3), 11)、精神障害の傾向、

実態を整理した。図1には、請求件数、認定件
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数の増加の実態を示した。過去 30 年にわたり、

精神障害の労災請求件数は増加傾向で、特

に、2020 年以降、請求件数が急激に増加して

いる。支給決定件数も増加件数が目立つ。 

 

 
図 1 精神障害の労災申請件数、支給決定件

数の増加 

 

 

図 2 には、佐々木らの報告から、脳・心臓疾

患と精神障害の業種別労災認定件数と発生

率を図示した 11)。脳・心臓疾患は件数の多い

順に「運輸業, 郵便業」「卸売業, 小売業」「製

造業」「建設業」となっている。精神障害は「製

造業」が最も多く、次に「医療, 福祉業」「卸売

業, 小売業」「運輸業, 郵便業」「建設業」の順

となっている。全事案では、「製造業」（全期間

で 988 件）、「医療，福祉」（同 893 件）、「卸売

業，小売業」（同 757 件）、「運輸業，郵便業」

（同 615 件）、「建設業」が多く、この 5 業種で

事案の 65%超を占めた。雇用者 100 万人対で

算出すると、雇用者数が 12 年間で 100 万人に

満たない「漁業」（13.3 件/100 万）の他では、

「運輸業，郵便業」（15.5 件/100 万）、「情報通

信業」（13.3 件/100 万），「学術研究，専門・技

術サービス業」（12.2 件/100 万）、「不動産業，

物品賃貸業」（10.5 件/100 万）の順で多く、経

年変化をみると特に「医療，福祉」は近年大幅

に増加しており、その他の業種でも多くが増加

傾向であった 3)。 

 

 
図 2 脳・心臓疾患と精神障害の業種別労災認定件数と発生率（佐々木ら） 

 

2) 精神神障害事案の増加に関する検討 

表2には、厚生労働省の過労死等の労災補

償状況の統計からみた、精神障害・自殺の労

災認定事案の特徴について、主なものを抜粋

したものを示した。 

 

表 2 精神障害・自殺の労災認定事案の特徴 

R5 年度精神障害事案の労災補償状況 

・請求件数、支給決定件数増加。 

・「製造業」「医療, 福祉」「卸売業，小売業」で

多い。 

・職種別「専門的・技術的職業従事者」「事務
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従事者」「サービス職業従事者」の順で多い。 

・疾患「気分障害（F30～F39）」「神経症性障

害、ストレス関連障害および身体表現性障害

（F40～F48）」で前者は減少傾向、後者は増

加傾向。 

・出来事別「上司等から、身体的攻撃、精神的

攻撃等のパワーハラスメントを受けた」の該当

件数の割合が最も高く「同僚等から暴行又は

（ひどい）いじめ・嫌がらせを受けた」と合わせ

ると 1/3 以上。 

・経年変化では、パワハラ・セクハラ・嫌がらせ

増加、恒常的な長時間減少。 

・他の出来事では、悲惨な事故等の体験、仕

事内容・質の大きな変化、2 週間以上の連続

勤務 が変わらず多い。 

 

過労死等防止対策実装研究に関連した研

究者等による討議結果から、精神障害の認定

件数増加として表 3 のような意見が出された。 

件数の増加の背景として、①労災補償に関

する認定基準等の制度の変更、②過労死等

防止対策推進法の成立と過労死等の定義の

明確化、過労死等防止の啓発普及活動の影

響、③社会環境の変化に伴う精神障害の発生

率の増加、④仕事上のストレス（心理的負荷）

の増加等の影響などが考えられた。そのため、

労働時間、患者調査、自殺統計、災害統計、

警察統計、経済・景気、働き方の実態との突合

を行うことや、労災補償の手続きを行っている

行政官や人事労務管理担当者、産業保健ス

タッフなどへのヒアリング調査などを行い、増加

の背景の研究を継続することで、防止に関す

る示唆が得られるのはないか等の意見が整理

された。 

 

表 3 精神障害・自殺の労災認定件数増加の

事由 

○手続き、制度の変化 

（労災請求の手順、申請ハードルの変化） 

・認定基準が改正され、申請しやすくなった

のではないか。パワハラ基準（令和 2 年改

正）、心理的負荷の整理と心理的負荷が

「強」の例示数の増加等による、該当事項を

探しやすくなり、申請しやすくなった。 

・職場に対する不満・怒りとして、労災申請と

いう手段をとる労働者が増えた可能性はな

いか。 

○過労死等の防止に関する啓発普及 

（過労死等の認知度の向上） 

・請求件数、決定件数、支給決定件数が増

加しているのは、管理者層、中間層、労働

者層の精神疾患への認識が広がり、申請し

てもよいという認識が浸透してきているので

はないか。 

・過労死等防止対策推進法制定以降、セミ

ナーや教育機会が増え、社会的に認知度

が広がり、申請に関する意識向上が進ん

だ。 

○社会環境の変化に伴う精神障害の発生

率の増加 

（ハラスメントの認識増加） 

・ハラスメントの概念が昔はなかったが、概

念が整理され、普及したのではないか。 

・若年層のストレス耐性の変化。例えば、

LINE のコメントに句点「。」があると、威圧感

を感じるなど、ハラスメント耐性の変化。 

・若い人が多い、怒られたことがなく、精神

的な弱さなど個人要因が関係している可能

性。 

・若者は怒られずに育っている、怒られても

心が折れずに仕事ができるような環境でな

い。 

（人口動態） 

・団塊ジュニア世代が 50 歳代となり、50 歳

代の労働者の人数が増加。 

○仕事上のストレス（心理的負荷）の増加 

（働き方の変化、精神疾患の罹患率の増

加） 

・精神 50 代の認定急増は、労働時間規制

に伴い役職者にしわよせがあるのではない

か。 

・技術専門職、管理者の働き方（playing 

manager 化）が変化し業務上のストレスが増

えたのではないか。 

・医療・介護の増加はコロナ禍の影響では

ないか。 

（個人の資質、ストレス対処能力の変化） 

・ここ最近の入力事案では、複数の心理的

負荷要因の事案が目立つ、請求件数が激

増していて、精神では請求件数と認定件数

に差が大きい。 

○そのほか考慮すべきこと 

（自殺増減について） 

・精神障害の自殺者は、請求数、認定数と

もに増えていない。これは、認定基準の変

更や申請しやすさの影響の証左ではない
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か。 

・コモン・ディジースとの関係（脳心、精神）、

年齢との関係については別の統計と評価す

る必要がある。 

・日本の自殺者数については近年減ってい

ない。女性横ばい、男性は R2 年から漸増。

労災データでも R5 年から男性自殺事案の

増加傾向がみられる。今後増えていくことが

想定される。コロナ後の不景気、2 年以上連

続での実質賃金低下はかなり深刻ではない

か。 

https://www.mhlw.go.jp/content/12201000/0

01232718.pdf 

○研究課題 

（他の統計との突合の必要性） 

・労働時間、患者調査、自殺統計、災害統

計、警察統計、経済・景気、働き方の実態と

の突合は必要。 

・労災補償の手続きを行っている行政官へ

のヒアリング調査などから増加の要因を調査

してはどうか。 

・人事労務管理担当者、産業保健スタッフ

などへのヒアリング調査などを行い、増加の

背景に迫ってはどうか。 

 

2. 運輸業・建設業での精神障害事案の分析 

1) 自動車運転従事者（運輸業） 

これまでの過労死等研究班による運輸業

（道路貨物運送業）の精神障害労災補償の分

析より、「事故・怪我への遭遇」「長時間労働」

が 2 大原因であり、「顧客関連問題」「ハラスメ

ント」も過労死等防止対策として優先度が高い

と確認された 4）, 6）, 7）, 9)。過労死等事案研究の

第 1 期(平成 27～29 年度)において、高橋らは

運輸業における精神疾患に注目し、精神障害

事案 214 件を分析した。その結果、事案全体

の 50％が恒常的な長時間労働、31％が仕事

上の問題、21％が上司関連問題、約 10％が

乗客関連問題、路上での事故（被害）、事業場

内作業時の事故（被害）関連で、また恒常的

長時間労働を伴う事案が多いことなどを明らか

にした 4)。さらに、上司関連問題では業務指導

範囲内ではあるが、被災労働者に対する罵声

や叱責が多く認められること、労働時間の適正

化はもとより、業務の進め方、上司のあり方、作

業安全の確保など労働時間以外の要因を改

善することが精神障害を予防する可能性につ

ながることを指摘した 4)。 

第 2 期（平成 30～令和 2 年度）から第 3 期

（令和 3～5 年度）では、茂木らは運輸業にお

ける精神疾患に注目した解析を行った 6）, 9)。平

成 29 年に実施された高橋らの研究に加えて、

解析対象とする過労死等事案を増やして解析

を行い、男性が 9 割であること、心的外傷後ス

トレス障害（PTSD）は、27 件中 24 件がドライバ

ーであることや、ドライバーの長時間労働は、

運転労働以外に手待ち、荷役、付帯作業とい

った発・着荷主の現場での作業の時間が含ま

れていて長時間労働となっている要因があり、

発・着荷主の現場での作業時間の実態を明ら

かにすることで、業務改善等が可能な過労死

等防止視点を指摘した。また、運輸業におけ

る業務は運転業務だけでなく非運転業務が相

当時間あることから、非運転業務の特徴に注

目したところ「配置転換・転勤」や「業務拡大・

増加」による長時間労働が多く、今後、ドライバ

ーと非運転業務それぞれの検証及び対策が

必要とした 6)。さらに、交通事故等による手当カ

ット、免責代、修理代等の負担による従業員の

金銭負担は他の産業とは異なる道路貨物運

送業の精神障害等の心理的負荷要因の特徴

になっている状況を指摘し、ドライバー個人が

抱える金銭的課題と精神障害の発症に関連し

た過労死等予防対策の必要性を指摘した 9)。 

令和 3 年度事案解析研究では、酒井らは、

トラック運送業における運行パターン及び精神

障害事案の特徴に注目し、労働時間集計表

などを活用して各運行形式を 8 パターンに分

類し、運行の大部分は短休息期間型や早朝

出庫型であり、これらは朝起きて夜眠る働き方

とは異なる勤務形態であって、サーカディアン

リズムを障害する勤務パターンが多く存在する

ことを指摘した 7)。そして、業務の過重性と運行

パターンの関連、健康管理データやヒヤリハッ

ト事例等との突合、ハイリスク運行の特徴抽出

について検討すること、また、脳・心臓疾患事

案と精神事案の共通性と相違点について分析

を進め、運輸業・郵便業における脳・心臓疾

患・精神障害事案の防止のための実行的な対

策の立案に繋げることの必要性を指摘した 7)。 

上記から、図 3 に運輸業（道路貨物運送業）

の精神障害の過労死等の労災補償実態と課

題を整理した。運輸業（道路貨物運送業）では、

「事故・怪我への遭遇」「長時間労働」が 2 大原

因であり、「顧客関連問題」「ハラスメント」も過

労死等防止対策として優先度が高いと確認さ
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れた。長時間労働は単にドライバーの労働時

間が長い、という状況の中に、①早朝勤務、不

規則勤務などの勤務スケジュールに関連した

労働時間の質の問題、②荷さばき、荷待ち時

間など、運転をしている時間以外の労働時間

の短縮の問題、③自動車運転業務以外のデ

スクワークや、人手が足りない時に運転業務を

行う事務作業が重なった長時間労働の問題、

④運行管理者の業務や配送の調整など、貨

物輸送業全体の業務に関連した長時間労働

などの問題などがあると考えられた。 

2) 建設業 

建設業では管理職等、現場監督等に精神

障害事案が多く発生し、「事故や災害の体験」

「長時間労働」「対人関係の問題」を注目すべ

き視点があると報告された 5）, 8）, 12)。 

第 1 期（平成 27～29 年度）において、菅ら

は建設業における脳・心臓疾患事案 162 件、

精神障害事案 149 件を分析対象とし、職種が

1）現場監督・技術者等、2）技能労働者等、3）

管理職・事務・営業職等の3 種類に分類できる

とした 12)。そして、それらの職種別の過労死等

分析結果を示し、建設業については、①長時

間労働対策とともに、②労働災害後の対応、

③発注者や元請け側からの無理な業務依頼、

及び④対人関係への配慮に対する対策強化

が重要であること、現場監督、技術者等、技能

労働者等や管理職、事務・営業職等の職種に

よって異なる業務による過重労働の負荷が挙

げられるため、建設業内でも職種別に考慮し

た対策が必要であるとした 12)。 

 

 

 
図 3 精神障害の労災補償実態と課題（自動車運転従事者、特に道路貨物運送業） 

 

平成 30 年度に高橋らは建設業の精神疾患

に注目して解析を行い、①男女別、業種別の

自殺割合の状況を整理し、②出来事は長時間

労働 28.9%、労災事故の被害 24.2%、仕事内

容・量の大きな変化 18.1%が上位 3 位を占めた

こと、③生存例における最多の出来事は労災

事故の被害 35.9%であり、技能労働者等では

60.4%に及んだこと、④自殺例においては長時

間労働が最多で 51.9%に上り、どの職種も一貫

して多いこと、長時間労働や連続勤務を高率

に伴った出来事は、仕事内容・量の大きな変

化、重大な仕事上のミス、顧客・取引先からの

クレームがあり、仕事内容・量の大きな変化の

内容を検証すると管理職等では前任者や上

司の休職に伴う残務処理、前任者からの引継

不全、現場監督等では対応困難な現場、新た

な業務、未経験の業務、頻繁な設計変更を経

験していたことなどを指摘した 5)。建設工事の
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個々の過程を見直して労働時間の著しい延長

を避けるとともに、建設安全をそれぞれの現場

で確実に保証することが本業種で働く労働者

の精神障害を予防するのに有効であるとした 5)。 

令和 3 年度に中辻らは労務管理の視点から

過労死等事案を分析し、墜落災害を契機とし

て発症した精神障害事案を取り上げ、過労死

等防止視点を整理した。具体的には、災害発

生前、発生時、発生後に分けて出来事と疾病

の発生経過より精神障害発症防止の視点から

検討した 8)。その結果、事例を踏まえた建設業

全体の過労死等の実態を踏まえて過労死等

防止視点を整理すると、①元請、協力会社及

び職長や一般労働者の労働安全衛生教育を

徹底し、災害発生リスクを低減すること、②災

害発生後の被災者へのメンタルヘルス対策が

重要であること、③精神障害の発症防止にお

いては、小規模事業場を含めたすべての建設

業において、事故災害への遭遇を少なくする

労働環境を維持するため、災害防止に係る法

令順守の徹底や理解を深めるための適切な

取組みを構築することが実装には必要とした 8)。 

上記から、図 4 に建設業の精神障害の過

労死等の労災補償実態と課題を整理した。建

設業の労災補償の分析より、管理職等、現場

監督等に精神障害事案が多く発生し、「事故

や災害の体験」「長時間労働」「対人関係の問

題」を注目すべき視点があると報告された。具

体的な対策の検討では、職種ごとに心理的負

荷が異なることから、例えば、管理職等、現場

監督等では長時間労働対策のための労働時

間短縮に関して、業務効率化、IT 化、急激な

業務量への対処のための弾力性をもった建設

計画、天候の変化・自然災害時の納期変更可

能など、建設計画そのものへの対応などが必

要であることなども指摘できる。一方、直近で

は、職場の暴力を容認する職場風土に関連し

て、ハラスメントや暴力などを原因とした精神

障害事案も労災補償されている実態があり、

職場における暴力・ハラスメント対策について

建設業の業態にあわせた検討が必要であるこ

とも確認された。 

 
図 4 精神障害の労災補償実態と課題（建設業） 

 

3）SH 会議での検討 

SH 会議では、図 1 から図 4 の運輸業、郵便

業の過労死等の実態データを提示し、①事故

後ケアの対応（2 次予防）、②顧客からのカス

ハラ対策、③安全で安心な職場つくりプログラ

ム、④メンタルヘルス対策の情報提供の強化

（メンタルヘルスに関する情報サイト「こころの

耳」等の活用）の取組み案を示した。その結果、

過労死等が多発する労災補償状況と、現場の

経営者や管理者による職場のメンタルヘルス

対策への認識にギャップがあることが指摘され

た。事故後の急性ストレス障害やカスハラなど
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の存在は理解可能であるが、運輸業、郵便業

は小規模の事業場が多く、そのような事例を実

際に経験している経営者の数は必ずしも多く

なく、改善の必要性を感じない可能性があると

指摘があった。誰向けに、どんなプログラムが

必要であるのか、改めて検討が必要とされた。 

3. ハラスメント対策の現状と課題 

1) ハラスメント対策 

令和 5 年度に厚労省が実施した「職場のハ

ラ ス メ ン ト に 関 す る 実 態 調 査 」

( https://www.mhlw.go.jp/content/11910000/

001256082.pdf )では、①令和 2 年度に比べて、

パワハラ/セクハラ/妊娠・出産・育児休業等ハ

ラスメント/介護休業等ハラスメント・顧客等から

の著しい迷惑行為/就活等セクハラのいずれ

のハラスメントも企業での相談は増加していた。

②事業主に防止措置義務が課されていない

顧客等からの著しい迷惑行為を除く、各ハラス

メントにおいて、「件数は減少している」の割合

が「件数が増加している」の割合よりも高くなっ

ているが、顧客等からの著しい迷惑行為では

「件数が増加している」（23.2%）が「件数は減少

している」（11.4%）より大幅に高い、などの実態

が報告されていた。 

また、労働者からの相談や周囲の報告等に

より、ハラスメントを受けていることを認識した後

の勤務先の対応については、 労働者調査で

は、パワハラ、セクハラは「特に何もしなかった」

（53.2%、42.5%）が最も高いが、 顧客等からの

著しい迷惑行為では「あなたの要望を聞いたり、

問題を解決したりするために相談にのってくれ

た」（39.2%）が最も高い、などの報告があった。 

職場でのハラスメント対策は、内外で関心が

高まり、また多くのガイドラインなども発出され

ていることから、これらの取組みを職場でどの

ように展開してゆくか、過労死等防止対策の一

環として取り上げてゆく必要がある。 

2) カスハラ対策 

①厚生労働省カスタマーハラスメント対策企

業マニュアル 

対策実装の視点から、職場でのカスハラ対

策についてハンドサーチを中心に検討した。

厚生労働省は、関係省庁と連携の上、顧客等

からの著しい迷惑行為（いわゆるカスタマーハ

ラスメント）の防止対策の一環として、｢カスタマ

ーハラスメント対策企業マニュアル｣や、マニュ

アルの概要版であるリーフレット、周知・啓発ポ

スターを作成している。マニュアルやリーフレッ

トには、学識経験者等の議論や顧客と接する

ことが多い企業へのヒアリングを踏まえ、カスタ

マーハラスメントを想定した事前の準備、実際

に起こった際の対応など、カスタマーハラスメ

ント対策の基本的な枠組みを記載している。い

ずれも厚生労働省ホームページからダウンロ

ードでき、企業の担当者はじめ、幅広く活用で

きる仕様として作成されている。 

・令和 4 年｢カスタマーハラスメント対策企業マ

ニュアル｣等を作成しました！ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_24067.h

tml 

・カスタマーハラスメント対策企業マニュアル

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/0

00915233.pdf 

・カスハラ対策指針を公表した企業・団体一覧

（2025/1/24 更新） - カスハラ対策相談ナビ 

https://customer-harassment.com/kasuhara-

open-company-list/ 

②運輸業のカスハラ対策 

旅客業ではカスハラ対策が進んでいる。例

えば、タクシー業界、道路貨物輸送業、航空

業などは、それぞれの取組みが公開されてい

る。表 4 には代表的な取組みを示した。 

 

表 4 運輸業の企業、団体によるカスハラ対策

の事例 

・日本交通株式会社「カスタマーハラスメント

への対応に関する基本方針 」 

https://www.nihon-

kotsu.co.jp/clause/customer-harassment-

policy/ 

・ヤマト運輸「社員の健全な業務を守るた

め、カスハラ対策の取組を始動」 

https://www.no-

harassment.mhlw.go.jp/pdf/customers-

measures/customers-measures_08.pdf 

・航空連合「カスタマーハラスメント撲滅に向

けた労働組合の取り組み 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/rengos

okendio/36/9/36_26/_pdf/-char/en 

・全日本交通運輸産業労働組合協議会「交

通運輸観光サービス業におけるカスタマー

ハラスメント防止ガイドライン（2022 年７月）」 

http://www.koun-

itf.jp/publics/index/1/detail=1/c_id=227/p

age227=1/type014_227_limit=1/ 
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表 4 のうち、特に、全日本交通運輸産業労

働組合協議会（交運労協）は「交通運輸観光

サービス業におけるカスタマーハラスメント防

止ガイドライン（2022 年 7 月）」はデータに基づ

き、具体的な対策を提案している。 

交運労協は、交通運輸・観光サービス産業

で働く労働者に対する利用者からの暴力行為

をはじめ、加害行為について強い問題意識を

持ち対応してきている。利用者からの暴言や

悪質クレームなど労働者に対する迷惑行為

（カスタマーハラスメント）は日常的に発生して

おり、近年では、コロナ禍に伴い、家族への誹

謗・中傷など新たな事象も発生している。2019

年 6 月には、国際労働機関 ILO においてハラ

スメントに特化した初の国際労働基準となる

「仕事の世界における暴力とハラスメントの根

絶」に関する条約と勧告が採択され、日本に

おいても改正労働施策総合推進法が施行さ

れたことをうけて、カスタマーハラスメントの防

止に向けた取組みとして、組合員に対するア

ンケート調査を実施している。 

③先行事例～医療業界でのカスハラ対策～ 

医療業界では、医療現場における暴力・ハ

ラスメント対策が、医療従事者の離職防止、勤

務環境改善の観点からも近年重視されている。

平成 30 年版過労死等防止対策白書では、医

療分野における労災認定事案のなかで、患者

からの暴言・暴力やハラスメントによるストレス

が要因と考えられる看護職員の精神障害の事

案が多くあげられていることなども受け、このよ

うな問題に対し、厚労科研などを利用して、医

療従事者が患者やその家族からの暴力・ハラ

スメント対策について学習することができる教

材等を作成し、公開している（医療現場及び訪

問看護における暴力・ハラスメント対策｜厚生

労働省 医療現場における暴力・ハラスメント

対策教材製作編集委員会（令和 3 年 3 月）

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38493.h

tmlｚ）。これらの先行的な取組みは他の業界に

も参考となる。 

 

Ｄ．考察 

1. 過労死等防止研究から見える今後の課題 

仕事要因による精神障害の傾向としては、

疾患別では「神経症性障害、ストレス関連障害

および身体表現性障害（F4 領域）」が増加傾

向であり、要因別ではパワハラ・セクハラ・嫌が

らせが増加、恒常的な長時労働は減少傾向に

あった。 

図 5 には、過労死等防止（精神）取り組み方

針を整理したものを示した。職域での職場のメ

ンタルヘルス対策では、仕事が直接的に主な

原因となっていないメンタル不調への対応も重

要である。例えば、相談窓口の設置や、セルフ

ケア、専門家による支援、復職支援や両立支

援などである。過労死等防止対策としては、仕

事が関係する精神的不調の優先度への対応

が必要と考えられ、「仕事要因による心身の不

調対策」に焦点をあてて検討する方針が望ま

しいかもしれない。 

 
図 5 過労死等防止（精神）取り組み方針の整

理 

 

精神障害の過労死等防止において、今後

F4 領域の疾患への対応、また、F4 領域の精

神疾患の原因となる心理的負荷要因への対

応が重要となる。支給決定件数分析では「ハラ

スメント」「悲惨な事故や災害の体験や目撃」

が特に優先度の高い課題と考えられる。当面、

今後ますます労災申請が増加する見込みであ

る「ハラスメント」に着目した対策を講じる必要

がある。 

ハラスメントの中でも「パワハラ」については、

人間関係や上下関係、労務管理などの他要

因の取組みが必要である一方、「カスハラ対策」

については、外的要因への対処という形が中

心であり、今後、カスハラ対策での対策実装研

究を検討できるかもしれない。「カスハラ対策」

は、今後企業で対策が義務化される方針が検

討されていることもあり、時流に則した対策推

進が可能である。またパワハラ等はハラスメント

か否かを判断した上で対策がなされ、社員同

士のトラブルにより解決に時間を要しやすいが、

カスハラは従業員を守る意識があれば速やか
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に対策の第一歩を踏み出しやすいと思われ、

マニュアル策定に留まらず中小事業場でも可

能な現場での実践的対策とは何かを探ってい

くことができるかもしれない。本研究グループ

では、他の業界への展開を視野に入れつつ、

当面は「運輸業界」「建設業界」での実践を検

討したい。 

2. 対策実装研究としての運輸業・建設業での

業務上の精神障害防止対策 

1) 運輸業 

 運輸業（道路貨物運送業）の精神障害労災

補償の分析より、「事故・怪我への遭遇」「長時

間労働」が 2 大原因であり、「顧客関連問題」

「ハラスメント」も過労死等防止対策として優先

度が高いと確認された 4), 6), 7), 9)。対策実装研究

の主な対策業種は運輸業・建設業であり、SH

会議にて業界関係者とともに小規模事業場な

どでも実践できる有効な対策を検討している。 

対策の一つの柱となる「ストレス障害関連へ

の対策」を図 6 に示した。図 7 には運輸業での

カスハラ対策取り組み状況を示した。すでに取

組みが進んでいることから、これらの取組みを

促進する枠組みを検討してゆく。 

 

 
図 6 ストレス障害関連への対策 

 

 
図 7 運輸業でのカスハラ対策取り組み状況 

 

2) 建設業 

建設業では管理職等、現場監督等に精神

障害事案が多く発生し、「事故や災害の体験」

「長時間労働」「対人関係の問題」に注目すべ

き視点があると報告された 7), 8), 9)。建設業での

安全衛生教育やコミュニケーション向上に寄

与できることを目標に、運輸業で取組んでいる

「働きやすい職場づくり支援ツール」の建設業

版作成を検討することができるかもしれない。 

 図 8 に、「建設版アクションチェックカードの

作成」について示した。 
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図 8 建設版アクションチェックカードの作成 

 

3. 「事故・災害の体験」「ハラスメント」への対

策の方向性 

図 9 には、運輸業、建設業を対象とした精

神障害・自殺対策として、社会実装対策として

取り上げる視点と対策案を示した。 

現在分析を行っている過労死等の事案は、

職場で課題となっている精神障害の一部をみ

ているに過ぎないことに留意する必要がある。

主に、A 適応障害/疲弊性のうつ病(過重労働

による)と、B 急性ストレス障害/PTSD(災害・事

故の体験)の 2 つの疾患グループに対して、こ

れまで行われてきた脳・心臓疾患と同様の過

重労働対策と、心理的な負荷要因の軽減策及

び安全対策の視点からの災害・事故防止が重

要である。精神障害の場合には、ここに「職場

の支援」という大きな重要な視点も加わる。そこ

には、事故・災害後のケア、顧客からのカスハ

ラ対策の対応、安全で安心な職場作りなどの

視点が入る。職場のメンタルヘルスケアの 4 つ

の視点（セルフケア、ラインケア、事業場内スタ

ッフによるケア、事業場外専門職によるケア）を

ふまえて、これらに複合的に取組む必要があ

る。今後、「重大な災害の体験や目撃」「ハラス

メント」などにより生じた心的外傷に対して災害

医療の取組みなどを参考に、職域で対策可能

なケアについて検討することや、また、自社の

カスハラ対策指針を策定する企業が増えてい

るが、小規模事業場でも取組みやすい従業員

を守るための具体的な取組み視点の整理が

必要である。 

 

 

図 9 運輸業、建設業を対象とした精神障害・自殺対策として、社会実装対策として取り上げる視

点と対策案 

 

 

Ｅ．結論 

本研究では、精神障害の労災請求件数、支

給決定件数が増加している背景を受け、過労

死等防止研究として取組む優先度を検討した。

特に、「運輸業, 郵便業」「建設業」を対象とし

て、これまでの過労死等の労災認定事案の特

徴を整理し、同業界にて取組む課題を整理し
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た。これまでの過労死等研究班による運輸業

（道路貨物運送業）の精神障害労災補償の分

析より、「事故・怪我への遭遇」「長時間労働」

が 2 大原因であり、「顧客関連問題」「ハラスメ

ント」も過労死等防止対策として優先度が高い

と確認された。建設業では管理職等、現場監

督等に精神障害事案が多く発生し、「事故や

災害の体験」「長時間労働」「対人関係の問題」

に注目すべきである。過労死等としての精神

障害の防止アプローチは「A 適応障害/疲弊

性のうつ病(過重労働による)」と、「B 急性スト

レス障害/PTSD(災害・事故の体験)」の 2 つの

疾患グループに大別され、これまで行われて

きた脳・心臓疾患と同様の過重労働対策と、心

理的な負荷要因の軽減策及び安全対策の視

点からの災害・事故防止が重要である。 
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